
障害者福祉推進課

自立支援医療担当

3295

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B70
精神障害者社会適応訓練事業費 衛生費 精神保健費 精神障害者社会適応訓練事業費

精神障害者社会適応訓練事業実施要綱 挑戦項目   

分野施策 030730 障害者の自立・生活支援

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 3,396 3,396 △1,822

前年額 5,218 5,218

平成29年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

公衆衛
生費

事 業
期 間

昭和58年度～ 根 拠
法 令

　精神障害者が民間の協力事業所に一定期間通所するこ
とにより、集中力、対人能力、仕事に対する持続力及び
環境適応能力等の向上を図るための社会適応訓練を行い
、精神疾患の再発防止と社会的自立を促進する。
　(1)訓練事業　　　　　　　　　　　　　3,220千円
　(2)調査訪問指導　　　　　　　　　　　　 24千円
　(3)運営事業　　　　　　　　　　　　　　152千円

（１）事業内容
　　ア　訓練事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,220千円
　　　　病状が安定しており社会的規範を受け入れられる状態にある精神障害者について、保健所が窓口となり、精神
　　　　障害に対する理解が深い民間の協力事業所における訓練を実施する。
　　イ　調査訪問指導　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 24千円
　　　　保健所職員が協力事業所を訪問し、利用者の訓練状況の調査や作業の助言、指導を行う。
　　ウ　運営事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 152千円
　　　　利用者の通所や訓練中の事故及び訓練中における第三者への身体や財物の損害賠償責任に対応するため、傷害
　　　　保険及び賠償責任保険に加入する。　　

（２）事業計画
　　　病院から退院して回復途上にある精神障害者の社会復帰の促進を図る。

（３）事業効果
　　　精神障害者の社会的自立が促進される。
　　　
　　　　　　　　　　平成25年度　　平成26年度　　平成27年度　
　　　訓練実施日数　　 1,702日　　　 1,333日　　　 1,971日
　　　訓練利用者数　　　  23名　　　　　18名　　　　  21名　(県10／10)

　地方交付税単位費用に導入
　(第3款衛生費(細目)精神保健費(細節)精神保健費)

　(人件費)9,500千円×(0.1人)＝950千円
　(組織等)なし

前年との
対比

― 福祉部 B70 ―


	予算見積調書

